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           主         文 

１ 原判決を取り消す。 

２ 豊田労働基準監督署長が控訴人に対し平成２４年１０月３０日付

けでした労働者災害補償保険法に基づく遺族補償給付及び葬祭料を

支給しない旨の各処分をいずれも取り消す。 

３ 訴訟費用は第１，２審とも被控訴人の負担とする。 

                     事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

   主文同旨 

第２ 事案の概要（以下，略語は，特記しない限り，原判決の例による。） 

 １ 本件は，トヨタ自動車株式会社（本件会社）に勤務していたＡ（本件

労働者）の妻である控訴人が，本件労働者が平成▲年▲月▲日頃に自殺

したのは（本件自殺），本件会社における過密・過重な業務，上司から

の継続的なパワーハラスメント（パワハラ）によって本件労働者がうつ

病を発病した結果であり業務に起因すると主張して，豊田労働基準監督

署長（処分行政庁）に対して労働者災害補償保険法（労災保険法）に基

づく遺族補償給付及び葬祭料の支給を請求したところ，処分行政庁から，

平成２４年１０月３０日付けで，本件自殺は業務に起因するものとは認

められないとして，遺族補償給付及び葬祭料をいずれも支給しない旨の

処分（本件各処分）を受けたため，被控訴人に対し，本件各処分の取消

しを求めた事案である。 

原審は，控訴人の請求をいずれも棄却し，これを不服とする控訴人が

本件控訴を提起した。 

２ 前提事実 

  次のとおり補正するほか，原判決「事実及び理由」第２の１に記載の

とおりであるから，これを引用する。 
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 ⑴ 原判決６頁２３行目から２４行目にかけての「別紙２「心理的負荷

による精神障害の認定基準」（以下「認定基準」という。）」を「後記

改正前の原判決別紙２の「心理的負荷による精神障害の認定基準」（以

下「認定基準」ともいう。）」に改める。 

⑵ 原判決６頁２５行目の末尾の次に改行の上，次のとおり加える。 

「⑻ 法律によるパワハラ防止対策の法制化 

令和元年６月５日法律第２４号により改正された「労働施策の総

合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関

する法律」（労働施策総合推進法）は，同法４条１項１４号（現・

１５号）で「職場における労働者の就業環境を害する言動に起因す

る問題の解決を促進するために必要な施策を充実すること」を国の

施策として明記し，パワハラ防止対策の法制化を図り，同法３０条

の２は，パワハラの定義について，「職場において行われる優越的

な関係を背景とした言動であって，業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより，その雇用する労働者の就業環境が害されること」

と明記するとともに，事業主に対し，パワハラ防止のため，相談体

制の整備等の雇用管理上必要な措置を講じることを義務付けるな

どした（甲Ｃ３３）。 

 ⑼ 認定基準（業務による心理的負荷評価表）の改正 

上記法改正により令和２年６月１日からパワハラ防止対策が法

制化されること等を踏まえて，厚生労働省は，令和元年１２月１７

日から５回にわたり，精神医学，法律学及び公衆衛生学の専門家に

よる「精神障害の労災認定の基準に関する専門検討会」を開催し，

原判決別紙２の「心理的負荷による精神障害の認定基準」の別表１

「業務による心理的負荷評価表」の見直しについて検討し，令和２

年５月に取りまとめられた「精神障害の労災認定の基準に関する専



- 3 - 

門検討会報告書」（甲Ｃ３４）の内容を踏まえ，令和２年５月２９

日付け厚生労働省労働基準局長基発０５２９第１号「心理的負荷に

よる精神障害の認定基準の改正について」により，認定基準の別表

１「業務による心理的負荷評価表」を本判決別紙のとおり改正し，

同年６月１日以降は改正後の認定基準が適用されることとされた

（甲Ｃ３５，４１。以下，上記改正後の認定基準を「改正認定基準」

と，改正認定基準の別表１「業務による心理的負荷評価表」を「改

正心理的負荷評価表」ということがあり，一般的に，また，改正前

の，さらには改正のない部分については，単に「認定基準」，「心理

的負荷評価表」ということもある。）。 

パワハラ（パワーハラスメント）は，改正前の心理的負荷評価表

においては用語としては用いられておらず，「２９ 出来事の類型

暴行を受けた」」の中の具体例として記載され，主としてこれによ

り評価する運用がされており，平成２２年度から平成２３年度にか

けて開催された精神障害の認定基準に関する専門検討会において

は，パワハラを用語として明記するかどうかは，将来的な検討課題

となっていた。 

改正心理的負荷評価表においては，パワハラは，「２９ 出来事

の類型」で新設された

司等から，身体的攻撃，精神的攻撃等のパワーハラスメントを受け

た」で評価されることになり，心理的負荷の強度を「中」と判断す

る具体例として，「上司等による次のような精神的攻撃が行われ，

行為が反復・継続していない場合で，①人格や人間性を否定するよ

うな，業務上明らかに必要性がない又は業務の目的を逸脱した精神

的攻撃，②必要以上に長時間にわたる叱責，他の労働者の面前にお
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ける威圧的な叱責など，態様や手段が社会通念に照らして許容され

る範囲を超える精神的攻撃」が挙げられ，また，上記強度を「強」

と判断する具体例として，「上司等による精神的攻撃が執拗に行わ

れた場合で，上記①について業務の目的を大きく逸脱したもの，②

について大声での威圧的叱責がされたもの」が挙げられ，さらに「心

理的負荷としては「中」程度の身体的攻撃，精神的攻撃等を受けた

場合であって，会社に相談しても適切な対応がなく，改善されなか

った場合」が挙げられた。 

   ⑽ 認定基準の改正による運用上の留意点 

     厚生労働省労働基準局補償課長は，平成（原文ママ）２年５月２９日

付けで「心理的負荷による精神障害の認定基準の改正に係る運用上

の留意点について」（以下「運用上の留意点」という。甲Ｃ４２）を

発出しているところ，同留意点には，以下の記載がある。 

    ア 今般の改正は，職場におけるパワーハラスメントの定義が法律

上規定されたことを踏まえ，心理的負荷評価表の具体的出来事の

明確化等を図るものであり，パワーハラスメントに係る出来事を

新たに評価対象とするものではない。（第１検討の経緯及び改正の

趣旨） 

    イ パワーハラスメントに関する具体的出来事については，過去の

支給決定事例として，上司等から，暴行等の身体的攻撃や，人格

否定等の精神的な攻撃によるパワーハラスメントを受けたものが

多くみられたこと等から，名称を「上司等から，身体的攻撃，精

神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」とするとともに，平

均的な心理的負荷の強度を「Ⅲ」としたものである。（第３運用上

の留意点，１具体的出来事等におけるパワーハラスメントについ

て） 
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    ウ 労災補償においては，業務による出来事について，別表１のい

ずれの「具体的出来事」で評価することが適当かという観点から

「具体的出来事」への当てはめを行い，評価を適切に行うことが

重要であり，「パワーハラスメント」に該当するか否かを厳格に認

定することが目的でないことに留意すること。なお，「職場におけ

るパワーハラスメント」に該当しないことが明らかであって，上

司と部下の間で，仕事をめぐる方針等において明確な対立が生じ

たと周囲にも客観的に認識されるような事態や，その態様等も含

めて業務上必要かつ相当な範囲内と評価される指導・叱責などが

認められる場合は，「上司とのトラブルがあった」の具体的出来事

に当てはめて評価すること。（第３運用上の留意点，２「具体的出

来事」の見直しに伴う適切な評価について） 

    エ パワーハラスメントについては，認定基準に基づき，繰り返さ

れる出来事を一体のものとして評価し，また，その「継続する状

況」は，心理的負荷が強まるものとして評価する。あわせて，パ

ワーハラスメントが発病の６か月よりも前に開始されている場合

でも，発病前６か月以内の期間にも継続しているときは，開始時

からの行為を評価すること。（第３運用上の留意点，３繰り返され

るパワーハラスメントの取扱い）」 

 ３ 争点及び当事者の主張 

   本件の争点は，本件自殺の業務起因性の有無であり，特に，業務によ

る心理的負荷の程度が争われている。 

   当事者の主張は，原判決１５頁１３行目の「少なくとも」から１４行

目の「Ｂ室長から」までを「Ｃグループ長から少なくとも１週間に２回

程度，Ｂ室長から少なくとも２週間に１回程度，」に改め，項を改めて

「控訴人の補充主張」及び「被控訴人の反論」を加えるほか，原判決「事
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実及び理由」第２の２の「（原告の主張）」及び「（被告の主張）」に記載

のとおりであるから，これを引用する。 

４ 控訴人の補充主張 

  認定基準とその改正について 

認定基準は因果関係の範囲を厳しく絞りすぎており，認定基準に該

当しないことをもって業務起因性が否定されるべきではないが，本件

では，認定基準を参考に判断しても，業務起因性は優に肯定される。 

認定基準を参考に判断する場合，令和２年５月２９日付け改正後

（同年６月１日施行）の改正認定基準（改正心理的負荷評価表）及び

同改正に至った経緯等を参考として判断すべきである。本件労働者が

受けたＣグループ長，Ｂ室長からの叱責は，改正認定基準のパワハラ

に該当し，その心理的負荷の程度は「強」である。本件労働者に対す

るパワハラは，本件労働者がうつ病を発症する６か月よりも前に開始

されており，本件労働者の死亡まで継続していたのであるから，パワ

ハラ開始時からの全ての行為を評価の対象とすべきであり，パワハラ

が継続している状況自体からも，心理的負荷が強まるものと評価すべ

きである。 

本件労働者は，パワハラを受けながら，通常業務である新型プリウ

ス関連業務及びＤ関連業務並びにこれらと併行して特命業務である

２０２０年ビジョン関連業務を，残業禁止という本件会社としては特

殊な制約のある労働密度が非常に高い状況下で遂行していたもので

あり，本件労働者が心理的負荷を受けていた個々の各事情は，それぞ

れが関連して重層的に発生し，それによって心理的負荷が亢進された

のであるから，本件労働者の受けた業務による心理的負荷の程度につ

いては，パワハラの開始時からの全ての出来事を個別具体的かつ総合

的に評価すべきである。 
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 業務による心理的負荷の強度について 

ア 平成２１年９月までの業務の困難性 

本件労働者は，平成２０年４月頃から平成２１年９月下旬まで新

型プリウス関連業務に従事した。平成２０年９月に勃発したリーマ

ンショックによる消費の落ち込みにより赤字に転落して厳しい状況

になった本件会社にとって，人気の高いプリウスの新型車の重要性

は非常に高まり，本件労働者の責任は極めて重いものになった。本

件労働者が主に担当した新型プリウスのＣＶＪの自動組付ラインの

立上げ（Ｏ工場のＳＰＧｉ－３の組付ラインの大部分の自動化）は，

それまでにない新しい取り組みであり，多くのトラブルが発生し，

結局，コスト，可動率，サイクルタイムという重要な目標が全て未

達成のままの状態で平成２１年４月の量産開始を迎える事態となり，

この間，本件労働者は，直属の上司からはパワハラを受け，支援を

得られず，ラインを担当するＯ工場側からプレッシャーをかけられ

続けた。そして，同業務は延長され，本件労働者は，同年５月に可

動率目標９５％を達成して終了する予定であったが，依然として自

動組付ラインの不具合が続出する状況が続いたため，Ｏ工場側から

強力なプレッシャーを受け，同年６月以降も同年９月まで同業務を

延長せざるを得ない状況に追い込まれた。この間も，本件労働者は，

直属の上司からパワハラを受け，支援は得られなかった。 

また，平成２１年５月から，本件労働者は，通常業務を行いなが

ら，特命業務である２０２０年ビジョン関連業務に取り組んだ。こ

の業務は，部として重視して取り組んでいた，ＣＶＪの生産ライン

の将来ビジョンを考えて，そのために必要な技術開発等も計画する

という，現実に実現することを前提としたものであり，本件労働者

は，ＣＶＪラインチームの取りまとめ役という名目で，上記業務を
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実質一人で担当した。部長も出席する会議が何度も開催され，その

前後に直属の上司も参加する会議が開かれ，本件労働者は，それぞ

れの会議への報告を行うとともに，他の労働者の意見も聞き，情報

を収集しながら，「２０２０年ビジョン」の作成を行っていった。同

年４月初めの時点では，本件労働者が担当していた新型プリウス関

連業務は同年５月には概ね終了する予定となっており，２０２０年

ビジョン関連業務は，平成２１年５月から同年８月までの時期に本

件労働者が専任する業務として位置付けられ，他の通常業務と兼務

することは想定されていなかった。ところが，新型プリウス関連業

務が延長されることになり，本件労働者は，イレギュラーに，新型

プリウス関連業務と併行して２０２０年ビジョン関連業務を行うこ

とになってしまい，通常の業務を行いながら，しかも，残業全面禁

止の中で，平成２１年９月までこの業務を行っていた。 

   イ Ｄ関連業務の心理的負荷 

     本件労働者が担当したＤ関連業務（０５５Ａ切替，０２３Ａ切替，

５６０Ｌ単品現調化）は，当初の段階では期限が切迫しており，急

いで取り組まなければならないものであった。しかし，本件労働者

は，中国の業務は初めてであり，Ｄ等の中国側の技術力も分からず，

Ｄ第３ラインの状況も分からず，本件会社で重視・強調されている

現地で現物を確認するという原則によることができない状況の下，

上司からは，資金をかけないこと，現地主体での改造，ＳＶレス（日

本の機械メーカーの技術者を派遣せずに現地のスタッフだけでライ

ンの改造を行うこと）を指示され，Ｄの現地担当者と意見が対立し

て進まなくなり，直属の上司からの支援はなく，むしろ継続したパ

ワハラを受けていた。 

   ウ うつ病の発症と増悪 
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     本件労働者は，パワハラを受けながらも，平成２１年９月に，苦

労して取り組んできた新型プリウス関連業務をやり遂げ，２０２０

年ビジョン関連業務もいったん区切りがついてほっとしたところで，

全く新しい未経験の海外業務であるＤ関連業務を命じられ，直ちに

取り組み始めると，上記のような困難に直面した。 

本件労働者は，長期にわたり困難な新型プリウス関連業務を担当

し，残業禁止という特殊な状況のもとで特命業務としての２０２０

年ビジョンを担当するという過重な持続的負荷の後，ようやく荷お

ろしの成立した，うつ病に罹患しやすい状況下において，未経験の

海外業務であるＤ関連業務を命じられて困難に直面したことが，本

件労働者にとっては強いストレスになり，うつ病を発症させたもの

である。 

本件労働者は，平成２１年１０月又は同年１１月頃から，２０２

０年ビジョン関連業務である「技術の棚」，「ロードマップ」の作成

も行っているが，依然として残業禁止は継続していた。 

本件労働者は，うつ病を患いながら，Ｄ第５ライン不具合対応業

務，期限が１か月延長された５６０Ｌ現調化業務，ほぼ期限に間に

合った０２３Ａ関連業務（０２３Ａ切替），期限には間に合わなかっ

た０５５Ａ関連業務（０５５Ａ切替）等を行った。 

０５５Ａ関連業務は，期限に間に合わない状態で推移しており，

その後，新型カムリの発表予定時期が遅くなったことにより期限の

点では余裕が生じたが，平成２１年１２月以降も，Ｄからの自動段

替え要求への対応，ＳＶレスの問題等，本件労働者が苦悩していた

課題は解決されないまま推移し，上司からの支援は得られず，パワ

ハラが継続した状態であった。このような状況が，本件労働者のう

つ病の増悪につながった。 
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本件労働者は，長期間にわたる持続的な過重な負荷の荷をおろし

た直後に，それに引き続く困難な業務を担当したことにより，うつ

病を発症し，その症状が増悪し，本件自殺に至ったものである。 

   エ 本件労働者が受けていたパワハラの心理的負荷について 

 上記の新型プリウス関連業務，Ｄ関連業務，２０２０年ビジョン

関連業務といった，それぞれ，それだけでも少なくとも「中」と評

価されるべき複数の出来事が存在している状況で，本件労働者は，

本来一番頼りになるはずの直属の上司であるＣグループ長及びＢ室

長からは，支援を受けられなかったどころか，パワハラを受けてい

た。Ｃグループ長及びＢ室長は，約１年間にわたり，約３４０人も

の従業員の席があるワンフロアの静かな執務フロア内において，多

数の従業員の面前で，本件労働者を大声で叱責することを日常的に

繰り返し，本件労働者をさらし者のような状態にして辱めた。その

態様は，社会通念に照らして許容される範囲を超えており，両名の

一連の言動は，社会一般の労働者が，就業する上で看過できない程

度の支障が生じるパワハラに該当する。 

Ｃグループ長による叱責の頻度は少なくとも１週間に２回程度に

も及び，Ｂ室長からの叱責も少なくとも２週間に１回程度の頻度で

行われており，本件労働者の担当業務が変更になった後も上記のよ

うな頻度で継続して繰り返し行われ，その期間も約１年間にも及ん

でいるから，その叱責は執拗であったというほかなく，それだけを

とっても，その心理的負荷の程度は「強」である上，その間に生じ

ている上記各出来事の数及び各出来事の内容等を総合的に判断すれ

ば，本件労働者の業務による心理的負荷は，全体として，優に「強」

と判断されるべきものである。 

５ 被控訴人の反論 
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  認定基準とその改正について 

   改正認定基準における具体的出来事等へのパワハラの追加は，令和

２年６月からのパワハラ防止対策の法制化等を踏まえ，改正前の認定

基準における「（ひどい）嫌がらせ，いじめ」に該当するものとして

評価の対象としてきた従前の労災認定の考え方を踏襲することを前

提として，パワハラに係る労災認定のあり方を認定基準上も明記する

ことにより，基準の具体化，明確化を図ったものであり，これにより，

パワハラに関する出来事に関し，認定基準への当てはめがしやすくな

るなどして，請求が容易になったり，審査が迅速化されたりすること

も期待されるが，今回の改正自体は，従前労災認定の対象とされなか

った事案を新たに労災認定の対象としたり，具体的出来事に係る心理

的負荷の評価を従前より重いものとして評価することを内容とした

りするものではないし，改正認定基準は令和２年６月１日以降に適用

されるものであって，本件に直接適用されるものでないことは明らか

である。 

仮に，改正認定基準の適用があるものとして判断したとしても，後

原審証人Ｊの証言によっても，本件労働者は，上司

から週に１回程度，大きな声で指導を受けていたに止まるものであり，

改正心理的負荷評価表２９の「上司等から，身体的攻撃，精神的攻撃

等を受けた」にある「上司等から暴行等の身体的攻撃を受けた」とか，

「上司等から人格や人間性を否定するような，業務上明らかに必要性

がない又は業務の目的を大きく逸脱した精神的攻撃」や「必要以上に

長時間にわたる激しい叱責，他の労働者の面前における大声での威圧

的な叱責など，態様や手段が社会通念に照らして許容される範囲を超

える精神的攻撃を受けた」等とは認められず，せいぜい「上司とのト

ラブルがあった」の「弱」に相当する「上司から，業務指導の範囲内
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である指導，叱責を受けた」，あるいはその「中」に相当する「上司か

ら，業務指導の範囲内である強い指導，叱責を受けた」にとどまり，

パワハラには該当しない。 

 業務による心理的負荷の強度について 

ア 新型プリウス関連業務について 

本件労働者が担当した新型プリウス関連業務のうちＯ工場のＳＰ

Ｇｉ－３の自動組付装置の立上げは，予定どおり平成２１年４月初

旬にラインオフして量産が開始されており（乙８２の２・５頁），一

部，不具合改善作業が残っていたが，控訴人主張の「作業の遅れ」，

「各種不具合等」は，自動化という新たな試みに当たって発生した

という以上に格別大きな損害を生じさせたものではなく，半年後に

は収束しており，その間，特段の問題が生じた痕跡はない（乙７１・

２頁及び４頁，乙８２の２），本件労働者の時間外労働時間も，ごく

わずかにとどまっている。 

平成２１年４月のラインオフ後のプリウスの生産ラインの不具合

対応は，８０％以上の可動率を達成してラインが現実に稼働を開始

した後の，まさに通常の業務そのものであった。ラインオフ時点で，

人件費削減，経費削減，サイクルタイム，可動率などについて直ち

に目標が達成できていなかったといっても，これらは仕事をしてい

れば常に生じることがらで，過重な心理的負荷に直結するものでは

ないし，残業時間が平均して少ないからといって，単純に業務内容

が過密になったといえるものでもなく，あくまでも仕事の内容次第

である。先進的に自動化をする以上，もともと一定の問題の発生は

想定されるものであり，各種不具合が一定数発生したというものの，

量産の開始はできており（ラインオフ自体が延期になると影響が大

きい。），バックアップも用意されており，控訴人の主張に沿った証
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言をしているＪにおいても，「業務の負担はさほどのものではなかっ

た」旨述べており，本件労働者は，先輩のＥ主任にもいろいろ相談

していた（乙１４・２５項，原審証人Ｅ１２頁）。 

本件労働者のうつ病の発症時期は平成２１年１０月初旬から中旬

ころであるから，精神医学的には，発病半年前の平成２１年４月中

旬以降の心理的負荷に着目することになるが，平成２１年４月初旬

には，プリウスのＯ工場のＣＶＪのラインは量産を開始（ラインオ

フ）しているのであるから，問題とすべきものは，ラインオフ後の

不具合対応が過重な心理的負荷を生じるものであったかどうかとい

う点である。控訴人が指摘するＦ部長（ドライブトレーン生技部の

Ｆ部長）への報告やＯ工場との打合せは，大半がラインオフの前，

すなわち本件労働者がうつ病を発症するより６か月以上前のもので

あり，この点からも心理的負荷として取り上げる必要性に乏しい。

ラインオフ後は，可動率が若干低いという問題はあったものの，業

務の負担はさほどのものではなかったから，新型プリウス関連業務

の心理的負荷の程度は「弱」である。 

イ ２０２０年ビジョン関連業務について 

  ２０２０年ビジョン検討会は，当時のドライブトレーン生技部部

長が，仕事がちょうど谷間の時期でいい機会だということで，若い

人に夢を持って仕事をしてもらいたいということで，部独自の取り

組みとして行われたものであり，本件労働者は，ＣＶＪチームの取

りまとめ役として，ＣＶＪラインの３年後，５年後，１０年後のイ

メージをチームとして検討していたが，将来の夢を語るようなもの

であり，「夢を語ったら，地に足をつけて」とあるのも，「（現実化で

きるほど）十分な検討をせよ」というもので，あくまで心構えの問

題である。この取り組みは，平成２１年５月に始まり，当初は同年
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８月までに構想をまとめる予定だったが，進捗状況をみて同年１２

月まで延期されている。同年５月中旬から１２月中旬までの７か月

間で３０回近くの会議が開催されており，週１回くらいの割合で会

議が行われていたことになるが，リーマンショックによって時間的

余裕ができた中で，各種資料を作成準備して週１回の会議に参加し，

意見を交わすことなど，世上いくらでもある話であり，過重な心理

的負荷には結びつかない。 

控訴人は，２０２０年ビジョン関連業務は，同年５月から同年８

月までの時期に本件労働者が専任する業務として位置付けられてい

たなどとまで主張するが，検討した内容を実行した結果を検証した

痕跡がない２０２０年ビジョンという試みに，残業規制の中，貴重

なマンパワーを専任させる予定であったというのは，あり得ない主

張である。２０２０年ビジョン関連業務の心理的負荷の程度は「弱」

である。 

ウ Ｄ関連業務について 

本件労働者は，平成２１年９月下旬にＤ担当になってから同年１

０月初旬ないし遅くとも１０月中旬にはうつ病を発症している。控

訴人がＤ関連業務について主張しているのは，平成２１年１１月か

ら１２月にかけての出来事が大半であるが，これは，本件労働者の

うつ病が業務上の心理的負荷により生じたか否かの検討において意

味を持つものとはいい難い。 

本件労働者が同年９月下旬以降担当となった中国のＤ関連業務は，

それまでと同じ「ＣＶＪの生産準備」（主な内容は，当時の新型カム

リ，新型カローラのＣＶＪラインの立ち上げやラインの不具合対応）

という，それまで本件労働者が長年経験してきたものと同種の業務

であり（乙１３・８項，乙１６・１６項，乙８２の２・５，６，１
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４，１６，１７頁），前任者のＧが定年まで数年ということもあって，

本件労働者が引き継いだものであり，引継時，特に問題はなく，平

成２１年１０月初旬から中旬当時は，中国現地工場との折衝段階と

いう通常業務であり，現地との調整に仕事の重点が置かれていたこ

とは事実であるが，それはまさに当時の仕事そのものであり，本件

労働者よりも相当経験の浅い後任者のＨですら問題なく業務をこな

していることからみても，特別なものはない。 

中国の現地工場側は，本件労働者より１年下の年次のＩ室長（本

件会社内の職制は主任）がテレビ会議による打合せに出席し，現地

側の要求をしていたが，Ｄの改造提案は，現地の立場としては当た

り前のことばかりであり，これに対する対策案を出して調整するこ

とは，切替仕事の一つとして発生するごく普通の問題であり，その

他，業務における大きなトラブルも，仕事の遅れもない。「手段替え，

自動段替え」のような細かな問題は，双方のメリット，デメリット

を洗い出して決めて行けばいいだけのことであり，１８年にもわた

って同種業務を行っていた本件労働者にとって特別な負担になるこ

ととは到底思われず，必要であれば上司や周囲に相談すればいいだ

けの話であり，本件労働者がＤ関連業務に従事してからうつ病を発

症するまでのわずかの期間（早ければ１週間，長くても３週間程度）

で過大な業務上の心理的負荷が生じていたとは到底考え難い。 

控訴人は，本件労働者が荷下ろしうつ病の状態にあったなどとも

主張するが，本件労働者の仕事量，業務内容，労働時間（特に，時

間外労働はゼロに近い。），労働密度等いずれも特段過重なものとは

いえず，本件労働者が荷下ろしうつ病の状態にあったことを示す医

学的根拠もなく，その主張に理由がないことは明らかである。 

エ 上司によるパワハラについて 
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  原審証人Ｊの証言によっても，本件労働者は，上司から，仕事上，

週に１回程度，大きな声で叱責されることがあったにとどまるもの

である。約１０年前の事実関係で，関係者の証言の再現性に不十分

な点があってもやむを得ない面があるにしても，叱責の具体的内容

は明らかではなく，特段の記録もない以上，あくまで感覚的なもの

にすぎない。 

Ｅ主任の豊田労働基準監督署における聴取書（乙１４）や原審で

の証言内容は，控訴人が主張するＢ室長やＣグループ長の「叱責」

は仕事上の「指導」の範囲を超えないものであったことを裏付けて

いる。組織的に見ても，具体的なことを示さず単に大声で叱責する

だけの上司など，上司としては失格であり，仮に多少はっきりした

口調で注意したとしても，いじめ等ではなくいわゆる一般的な指導

の範囲内のものというべきであり，本件労働者にとってのみこれが

パワハラに当たるというべき事情は認められず，せいぜい「上司と

のトラブルがあった」の「弱」に相当する「上司から，業務指導の

範囲内である指導，叱責を受けた」，あるいはその「中」に相当する

「上司から，業務指導の範囲内である強い指導，叱責を受けた」に

とどまる業務上の指導であり，あるときの指導内容が「厳しい」と

捉えられたとしても，パワハラとして精神障害を発症するに足りる

ほどの程度，頻度のものであったとは認められない。 

本件労働者は，元々，素因として脆弱性を有していたところ，「Ｄ

担当による業務の変更」という事実（配置転換自体は，その心理的

負荷の程度は「弱」である。）をきっかけとして，平成２１年１０月

初旬ないし中旬にうつ病を発症した後，より精神的脆弱性を高め，

些細なストレスにも過大に反応するようになったものと考えられ，

本件労働者のうつ病の発症及びそれに引き続く本件自殺について，
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業務との相当因果関係を認めることはできず，業務起因性は認めら

れない。 

第３ 当裁判所の判断 

 当裁判所は，控訴人の請求には理由があるからこれを認容すべきもの

と判断する。その理由は，以下のとおりである。 

１ 精神障害に関する業務起因性の判断枠組みについて 

  原判決２１頁１３行目から２２頁２行目までを以下のとおり改めるほ

か，原判決「事実及び理由」第３の１のとおりであるから，これを引用

する。 

「  このようなストレス―脆弱性理論を前提とすれば，精神障害の業務

起因性の判断においては，環境由来のストレスと個体側の反応性・脆

弱性とを総合考慮し，業務による心理的負荷が，当該労働者と同種の

労働者，すなわち，当該労働者の職種，職責，年齢，経験等が類似す

る者であって，特段の業務軽減措置を受けることなく日常業務を支障

なく遂行できる平均的労働者を基準として，社会通念上客観的にみて，

精神障害を発病させる程度に強度であるといえる場合に，当該業務に

内在し又は通常随伴する危険が現実化したものとして，当該業務と精

神障害の間に相当因果関係を認めるのが相当である。 

   この点について，控訴人は，本件労働者本人を基準に判断すべきで

あるとか，業務が他の原因と共働して精神障害の発病に至らしめたの

であれば，それで足りると解すべきである旨主張するが，この見解は，

上記したところからして採用できない。ただ，上記平均的労働者とい

っても，それはある程度の幅を有するものと考えるのが相当である。 

  そして，前記前提事実⑺，⑼及び⑽のとおり，厚生労働省は，精神

障害の業務起因性を判断するための基準として，認定基準を策定し，

その運用上の留意点を示しているところ，認定基準は，行政処分の迅
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速かつ画一的な処理を目的として定められたものであり，裁判所を法

的に拘束するものではないものの，精神医学及び法学等の専門家によ

り作成された報告書に基づき策定されたものであって，その作成経緯

及び内容等に照らしても合理性を有するものといえる。そうすると，

精神障害に係る業務起因性の有無について，認定基準及び改正認定基

準の内容を参考にしつつ，個別具体的な事情を総合考慮して判断する

のが相当である。 

この点に関して被控訴人は，改正認定基準は平成（原文ママ）２年６月

１日以降（原文ママ）に適用されるものでないことは明らかである旨主張

する。しかし，上記したところからして，裁判所が精神障害に係る業

務起因性を判断するにあたって，参考にすることができない性質のも

のではない。」 

２ 認定事実 

前記前提事実，後掲証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば，以下の事実

が認められる。 

  本件会社における生産活動等について 

   

用する。 

  新型プリウス関連業務について 

  ア ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの立上げ計画に至る経緯 

Ｏ工場には，ＣＶＪの生産ラインとして，ＳＰＧｉ－１，ＳＰＧ

ｉ－２，ＳＰＧｉ－３及びＳＰＧｉ－４の４つのラインが存在して

いた。平成１９年８月頃，本件会社に入社して２年余りであったＪ

が，同工場に一つだけあった，後半部分だけ自動化されていたＣＶ

Ｊの組付ラインを，ＣＶＪ量産の自動ラインとして動かせるように

する業務を担当した。このラインは，開発目的で作られ，トラブル
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も多かったことから，生産には使われず工場の隅で眠っていたもの

で，Ｊは，派遣社員のＫと２人でこの業務に当たり，同ラインは，

新型プリウス以前の他の車用の専用ラインとして量産に使用される

ようになった。この時点で自動化されていたのは，組付ラインの後

半部分だけであった。同組付ラインは，生産時間の多くをトラブル

の処置，復旧及び対策に費やさねばならず，可動率が目標に対して

非常に低かったこともあって，工場からの評判は芳しくなかった。 

その後，Ｏ工場のＳＰＧｉ－２ないし４のラインを，新型プリウ

ス用のＣＶＪを生産することができるように改造することが決まっ

た。ＳＰＧｉ－２ないし４には，それぞれ，加工ライン各５つ（ア

ウター，ケージ，シャフト，インボード及びトリボード）及び組付

ライン各１つがあった。ＳＰＧｉ－２及び４の組付ラインは自動化

されておらず，人間の手作業によるラインであった。 

ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインは，上述の後半部分だけ自動化さ

れていた他の車用のＣＶＪの組付ラインを新型プリウス用のＣＶＪ

生産のために改造するに当たって，それまで手作業で行われていた

前半部分の作業も自動化して，組付ラインの大部分を自動化するこ

とになった。それまで，機械間の搬送や機械への取り付け，取り外

しは，自動化されておらず，人間の手作業で行われていたから，Ｃ

ＶＪ組付ラインの大部分を自動化するというＳＰＧｉ－３の自動組

付ラインの立上げ業務は，当時，本件会社において初めての先進的

な試みであり，同時に，それまで後半部分の自動化だけでも多発し

ていたトラブルの改善をも求められるものであった。 

（甲Ａ４０，４２，乙８７の２，乙８８，原審証人Ｊ） 

   イ 本件労働者の担当業務 

本件労働者は，平成２０年４月頃から新型プリウス関連業務に従
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事することとなり，ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの立上げの主担

当（チームリーダ－）として，Ｊ及びＫと３人で同業務に従事する

ことになった。本件労働者は，ＳＰＧｉ－２及び４の組付ラインの

担当者並びにＳＰＧｉ－２ないし４のシャフトの加工ラインの担当

者からの相談に応じることも業務としていた。 

ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの立上げ業務は，ラインのあるＯ

工場の現場に行かないと実際の作業ができないものであり，Ｊは毎

日のようにＯ工場に行っていたが，本社で行わなければならない他

の業務もあった本件労働者は，Ｏ工場にずっといることはできず，

Ｊ及びＫと３人で相談しながら，夜に本社に帰ったメンバーと逐一

進捗状況を確認するなどして作業を進めていた。 

（甲Ａ２１，４０，４２，乙７１，原審証人Ｊ） 

ウ ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの立上げ業務の遅れ 

 ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインは，当初，可動率９５％，サイ

クルタイム３０秒を目標とし，平成２１年４月に量産開始（号口）

予定とされており，量産が開始されてラインの主担当をドライブ

トレーン生技部から工場に移してから（号口移行），本件労働者の

新型プリウス関連業務も終わる予定になっていた。 

 しかし，当時，ＣＶＪ組付ラインの大部分の自動化という本件

会社にとって初めての試みであったＳＰＧｉ－３の自動組付ライ

ンは，改造やトラブルの改善の検討に時間がかかり，立上げ計画

の当初からスケジュールが遅れ遅れになっており，平成２０年１

０月の時点で当初の計画から１か月半の遅れが生じていた。そし

て，その後もトラブルが多発し，平成２０年１２月２３日以降平

成２１年３月１２日までに１０回の量産試験運転が実施されたが，

いずれにおいても可動率又は簡易可動率が安定して目標に達する
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ことはなく，予定どおりの時期に当初の目標を達成してＳＰＧｉ

－３の自動組付ラインを立ち上げることは不可能な状況であり，

平成２１年４月のラインオフの期限までに「可動率９５％，サイ

クルタイム３０秒」を達成してＳＰＧｉ－３の自動組付ラインを

立ち上げるという当初の目標は，客観的には達成困難なノルマで

あった。 

（甲Ａ１６，１７，４０，４５，乙８８，原審証人Ｊ） 

 トラブルの多発によりＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの立上げ

業務の遅れが目立つようになった平成２０年末頃から，本件労働

者は，Ｃグループ長から，大きな声で叱責を受けるようになり，

特に進捗状況が深刻化してきた平成２１年初め頃からは，Ｃグル

ープ長から，いつまでに何をやるかという対策や進捗状況の報告

を頻繁に求められ，作業の進捗状況の報告用資料を作成して事前

検討のために提出した際などに，これではだめだと，大きな声で

叱責を受けるようになった。また，本件労働者は，平成２１年初

め頃から，Ｂ室長からも，同じフロアにいる多くの従業員に聞こ

えるほどの大きな声で𠮟り付けられるようになった。Ｊも，議事

録等を提出した際などに，本件労働者と共に又は一人で，Ｃグル

ープ長やＢ室長から，他の従業員の面前で，大声で叱責を受ける

ようになり，そのことに非常な苦痛を感じていた。Ｊは，自分が

Ｏ工場にいて本件労働者が本社にいた際にも，本件労働者がＢ室

長やＣグループ長から叱責を受けていたことがあったであろうと

考えている。 

（甲Ａ４０，４５，乙７１，原審証人Ｊ） 

 平成２１年２月２７日，本件労働者は，Ｆ部長から，「こうだか

ら自動でまわす，組付でやると言いきりたい。」，「不具合を回収（改
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修）すれば，９５％出ると言いたい。」と，ＳＰＧｉ－３の自動組

付ラインについて，「可動率９５％，サイクルタイムを３０秒から

２９秒へのアップ」を検討するよう指示された。（甲Ａ１７・２４

～２５頁）。本件労働者は，同年３月１１日，同月１９日及び同月

２５日にも，Ｆ部長に対し，ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの不

具合，可動率及びサイクルタイム等に関して報告し，Ｆ部長から

各種の指摘を受けた。なお，ドライブトレーン生技部において，

グループの主任が部長に対し定期的な報告以外に業務の進捗につ

いて報告をするというのは，大きな問題が生じた場合等に限られ，

まれなことであった。 

（甲Ａ１７，５２，５３，乙２５の１，原審証人Ｂ） 

   エ 平成２１年３月１６日の会議から量産開始まで 

本件労働者は，平成２１年３月１６日に行われたＳＰＧｉ－３に

よる量産開始に関する会議において，Ｏ工場側から，ＳＰＧｉ－３

の自動組付ラインの改造について，「手作業改善もっとやれないの」，

「号口（量産開始）からコスト未達でいいの」，「とても号口生産を

できる段階でない」，「これから最悪のことも考えて，ダメージを最

少にしていきたい」，「とても号口はムリ」，「安全，品質，コストを

達成できるように」しなければならないなどという厳しい指摘を受

けた。 

本件労働者は，同会議の場でＯ工場側から受けた各種の厳しい指

摘を踏まえて，対応策を必死に練り，ＳＰＧｉ－３の自動組付ライ

ンがうまくいかなかった場合に備えた対応策（バックアップ）やそ

の費用の検討も行った。サイクルタイムは３０秒から３２秒に変更

されたが，それでも，可動率９５％の目標は達成できなかった。 

そして，同年３月１９日及び同月２５日のＦ部長への報告を経て，
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同月２６日の再度のＳＰＧｉ－３による量産開始に関する会議まで

に，可動率９０％，サイクルタイム３２秒で５月の生産ピークにも

対応可能と確認され，同年４月１日の量産開始を迎えた。 

この時点では，ＳＰＧｉ－３の自動組付ライン自体とは別の大き

な問題として，アウターミーリング機の刃物寿命が短い等というア

ウターの問題も残っていた（原審証人Ｃ５，２２，２４頁）。なお，

コストの問題を改善するために導入を検討し，同月１６日の会議の

場でもＯ工場側から「オメガ，早くやれ。７月末遅い」などと早急

な導入が強く求められていたオメガクランプについては，結局，導

入しないことになった。 

（甲Ａ１７，４５，原審証人Ｊ） 

オ 量産開始から平成２１年５月１９日の会議頃まで 

   平成２１年４月の量産（号口）開始（ラインオフ）後，ＫがＳＰ

Ｇｉ－３の自動組付ラインの担当を外れ，その後はＳＰＧｉ－３の

自動組付ラインの担当者は本件労働者とＪの２人になった。 

ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインは，量産開始後も，依然として可

動率の目標を達成することができずに不具合が多発し，Ｃグループ

長やＢ室長の本件労働者やＪに対する大声での叱責も，激しさを増

し，Ｃグループ長は，Ｊに対し，「学生気分じゃないんだよ，こんな

んじゃだめだ，遊びで仕事をするな。」などと𠮟りつけることもあ

った。本件労働者とＪは，一緒に叱責を受けることもよくあったが，

Ｊは，本件労働者だけが呼ばれて叱責を受ける場面も，少なくとも

週１回は見ていた。Ｊは，本件労働者がＣグループ長から周囲に聞

こえるような大きな声で叱責され続けているのを聞いて，「あれだけ

言われたら，自分だったら心が折れるな。」，「よく耐えてやっている

な。」と思っていた。Ｊは，平成２１年４月か５月頃くらいから，怒
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られるために出社しているような状態になっていると感じ，本件会

社に出社するのが嫌になっていた。 

ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインは，平成２１年４月２３日頃まで，

可動率７０％から８０％という安定しない状態が続いたが，同年４

月２５日及び２６日に実施した工事により可動率は９０％まで上昇

し，５月からの本格量産を前に，連休中にも２件の追加工事が行わ

れた。しかし，その後も，ラインが３０分以上停止する事態（ドカ

停）が度々生じ，当初から続いていた慢性的な不具合も残存してお

り，マスター類（アウターボールの溝の長さの仕様等）の問題も残

っていた。 

（甲Ａ４０，４５，乙７１，原審証人Ｊ，原審証人Ｃ） 

カ 平成２１年５月１９日の会議等 

本件労働者は，平成２１年５月１９日，Ｏ工場における新型プリ

ウスの量産開始に関する会議において，Ｏ工場側から，ＳＰＧｉ－

３の自動組付ラインについて，「（不具合多発の原因が）全然わから

ない」，「真因がわからない」，「あるべき目標値を明確に」，「アウタ

ーミーリング機と自動組付ラインのために，Ｏ工場第２機械課の加

工不良代金が昨年の倍になってる，高い勉強代を払ってる」，「もの

になったといえるのか」，「生産が今後もっと増えた場合，どうする

か考えてほしい」，「自動組付ラインはどこかで判断すべき」，「問題

が改善しないのであれば，究極，自動化をやめることも検討すべき

である」などと，当時の状況について，ラインの責任を背負うこと

になる工場側としては当然ともいえる厳しい指摘を受けた。 

前述のとおり，ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインは，それまで後半

部分だけ自動化されていた他車のＣＶＪの組付ラインを，新型プリ

ウス用のラインに改造することが決まった際に，手作業により行わ
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れていた前半部分も自動化することに決めたという，当時，本件会

社にとって初めての先進的な試みであり，種々の不具合が出てそれ

を順次改善していくという道筋をたどらなければならなくなること

は，十分に予想されるはずのことであった。しかし，予定どおりの

時期に量産を開始することが優先され，コスト，サイクルタイム，

可動率のいずれについても当初の目標を達成できないまま号口（量

産）が開始され，その後も，目標達成を目指して努力を続けたもの

の，量産開始後１か月半以上たっても種々の不具合が続出し収束の

目処が立たないという，先の見えない状況下において，ＳＰＧｉ－

３の自動組付ラインの主担当として対応に当たり，Ｏ工場側から厳

しい指摘を受け，「今後７月・・・切替結果報告」，「やることを現場

へ報告すること」等という指示を受けた本件労働者は，精神的に相

当に辛い思いをした。（甲Ａ１８，４０，１０３・７頁，原審証人Ｊ） 

本件労働者は，上記のほかにも，平成２１年４月のＳＰＧｉ－３

の自動組付ラインによる量産開始の前後で，Ｏ工場の担当者と適宜

やりとりを行い，自動組付ラインの不具合等について指摘を受ける

などした（甲Ａ１６，１７，４５，５０）。 

キ ２０２０年ビジョン関連業務の開始 

本件労働者は，平成２１年５月から，新型プリウス関連業務と併

行して，Ｆ部長の特命業務である２０２０年ビジョン関連業務にも

取り組むようになった。平成２１年４月の時点の本件労働者とＣグ

ループ長との２ＷＡＹコミュニケーションシートでは，同年５月末

までにＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの可動率９５％の確保と維持

管理方法を確立するという目標が掲げられていたが（甲Ａ４６，原

審証人Ｃ２６～２７頁），ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの不具合は

収まらず，本件労働者は，リーマンショックの影響で平成２０年１
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２月から始まっていた残業規制が平成２１年６月以降は残業原則禁

止となった中で，これらの業務に当たった。 

   ク 新型プリウス関連業務の終了まで 

ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインは，その後，日々の出来高は概ね

目標量を達成するようになり，同年６月２５日頃までには，慢性的

な不具合を除いて，主要な残存課題についてはほぼ対策が完了して

いた。しかし，それ以降も，従前から慢性的に生じていたトリポー

ド圧入不良，インボード挿入不良等の不具合は生じ続けており，本

件労働者は，これらの不具合対応業務を続けざるを得なかった。特

に，それまで手作業のラインで熟練した作業者が行っていた作業で

あるトリボード圧入を自動ラインで問題なく行えるようにするのは

簡単なことではなかった。本件労働者は，対策をして定量的な検査

をして対策案を検討し，一定の対策案を進めてもうまくいかず，更

に別の対策案を何度も検討するなど，新型プリウス関連業務が終了

する平成２１年９月末まで，この不具合への対応に誠実に取り組ん

でいた。（甲Ａ１８・２２頁，甲Ａ４５・２０～３４頁，甲Ａ１０３・

７頁） 

なお，本件会社の愛知労働局長に対する平成２８年１月８日付け

の回答によれば，本件労働者が平成２１年９月末に新型プリウス関

連業務を終えた以降も，ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインについては

Ｊのみで担当し，Ｊは平成２２年１月にＳＰＧｉ－３の自動組付ラ

インに関する業務を終了したとされているが（乙８２の２・５頁），

Ｊは，平成２１年９月末以降は，ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインは

工場側で管理してもらえるようになっており，同年９月末でＳＰＧ

ｉ－３の自動組付ラインの立上げ業務は終了したと認識している

（甲Ａ４０，乙７１・３項，原審証人Ｊ２７頁）。 
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     また，Ｊは，姫路労働基準監督署における聴取書（乙７１）にお

いて，ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの立上げについて，１５年以

上同種業務を行ってきた現在のＪの立場からすると，その業務内容

自体は大きな問題もなくこなせる業務量であったと感じるが，他方，

本件労働者は他部門との調整を上手くこなす方ではなかったため，

本件労働者にとっては心理的負荷を感じる業務であったかもしれな

い旨供述しており，原審における証人尋問においてその趣旨を問わ

れて，本件労働者が受けていた精神的負荷は，実際の業務量の多寡

ではなく，上司からのパワハラや，上司と工場からの板挟みになっ

ていたことで，非常に精神的ストレスはあった，その当時Ｊ自身も

会社に行きたくないと思い始めたほどであったという意味である旨

供述している（甲Ａ４０，乙７１，原審証人Ｊ２７頁）。 

   ケ Ｄ関連業務担当への異動の告知 

     ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの不具合対応が，当初の目標を引

き下げ，対応期限が半年延びたことによって収束時期を迎えつつあ

ったことから，平成２１年９月１５日頃，本件労働者は，Ｃグルー

プ長から，同月下旬より本件労働者の担当業務が中国のＤに関する

ものに変わることを正式に告げられた（乙１８・３４項，原審証人

Ｃ）。 

Ｃグループ長は，同月２０日の２ＷＡＹミーティングで，本件労

働者に対し，「中国の仕事を見える化してほしい。」，「中国の生産準

備業務の立て直し」，「メーカーＳＶレスできないか」，「ＴＶ会議議

事録作ること」，「ＡＴ４８収束したら毎週やらない。」等という話を

した（甲Ａ１１・２３頁）。 

     本件労働者は，平成２１年９月末当時，ＣＶＪの生産準備業務歴

１８年目を迎えたベテランであったが，それまで海外業務の経験は
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全くなかったため，仕事の進め方等についてどのようにしていけば

よいのか等と不安を抱き，同じ５グループの先輩で海外業務の経験

のあるＥ主任に対し，そのことを相談していた（乙１４，原審証人

Ｅ）。 

   Ｄ関連業務について 

   ア Ｄでは，平成２１年９月時点で，ＣＶＪの生産ラインとして，第

１ラインないし第５ライン（以下，単に「第１ライン」などと記載

する。）の５つが稼働していた。そのうち，第３ラインは，元々，中

国で販売されたカムリ（以下「中国カムリ」という。）のＣＶＪの加

工及び組付を行うラインとして製造されたものであり，他の車種に

流用することを予定していないものであった。また，第５ラインは，

製品の加工は行わず，ＲＡＶ４やハイランダー等のＣＶＪの組付の

みを行うラインであり，Ｏ工場にあるラインとほぼ同様のラインで

あった。（甲Ａ３９，乙８７の２，乙８８，原審証人Ｍ，原審証人Ｅ） 

イ 本件労働者は，平成２１年９月２４日頃以降，Ｇ主任の後任とし

て，Ｄ関連業務に従事することとなったが，これは，本件労働者に

とっては初めての海外業務であった。Ｇ主任は，本件労働者に対し，

必要な書類一式を交付した上，進捗状況の説明を行ったが，特に問

題は生じていない旨を述べた。なお，Ｇ主任は，Ｄ関連業務を本件

労働者に引き継いだ後，５グループと同じフロアで執務するドライ

ブライン計画室１グループで業務を行っており，席も本件労働者の

近くであった。（甲Ａ４５，乙１３，１６，２５の２，乙８２の２，

原審証人Ｇ） 

ウ Ｄ関連業務のうち，本件労働者が平成２１年１０月末までに担当

した業務で主なものは，以下のとおりである。（甲Ａ４５，乙６４の

６４，乙８２の２） 
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 ５６０Ｌ，３９８Ｌ及び８１６Ｌ（いずれも車種のコード）の

ＣＶＪの組付について第５ラインに生じていた不具合への対応

（以下「第５ライン不具合対応業務」という。） 

 ５６０ＬのＣＶＪ単品を中国現地で生産できるように第３ライ

ンに必要な改造を行う業務（以下「５６０Ｌ現調化業務」という。） 

 新型カローラのＣＶＪ生産のためにラインに必要な改造を行う

業務（業務のコードは０２３Ａ。以下「０２３Ａ関連業務」とい

う。） 

 新型カムリのＣＶＪ生産のために第３ラインに必要な改造を行

う業務（業務のコードは０５５Ａ。以下「０５５Ａ関連業務」と

いう。） 

 Ｄからの問合せに対する窓口業務 

エ 本件労働者は，平成２１年９月２４日の週から

の業務について，以下のとおり取り組んだ（甲Ａ４５（以下「週報」

ともいう。））。 

 第５ライン不具合対応業務については，平成２１年９月２４日

から同年１１月５日までの５週間分の週報に記載され，具体的に

は「ＵＢＪ・Ｓ／Ａ×シャフト圧入不良」の問題に取り組んだ。

これは，本件労働者の前任者のＧ主任がＤを担当していたときか

ら発生していた，Ｄ側で対応をすることが困難な，ＡＴ４８とい

う組付機械の不具合である。現に稼働しているＣＶＪの組付ライ

ンでＣＶＪの一部であるＵＢＪとシャフトの圧入不良という重大

な不具合が発生している以上，その対応は緊急性の高い重要な業

務であり，Ｇ主任も，ＤのＩ室長からいろいろ言われ，その対応

に苦慮していたものであった（甲Ａ１０３・８頁，原審証人Ｉ１

０頁，原審証人Ｍ７，１０～１１頁）。本件労働者は，Ｄ関連業務
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に就任早々の平成２１年９月２４日から，この緊急性の高い第５

ライン不具合対応業務に追われ，同年１１月末頃まで取り組んだ

（なお，Ｇ主任が，原審における証人尋問の際に，この第５ライ

ン不具合対応業務について，ほとんどのことを覚えていないと供

述し，豊田労働基準監督署における聴取書で「すでに立ち上がっ

ているラインには，現時点では特に問題は生じていないことも話

しました。」と述べ（乙１６・１３項），原審の証人尋問において

も「難しい問題は特にありませんでした。」と供述していることに

照らすと（原審証人Ｇ６頁），Ｇ主任が，この不具合について本件

労働者に対し十分な引継ぎをしていたかどうかは疑問である。）。

Ｄと

テレビ会議をし，設備針出し方法についてメーカーを交えて確認

し，治具（スナップリングガイド，アウターチェック）の改善を

推進し，改善したスナップリングガイドに加工不良があったため

メーカーに再製作を依頼し，同年１１月２０日に製作が完了した

スナップリングガイドを，同月末到着予定でＤに送った。 

 ５６０Ｌ現調化業務については，平成２１年１０月２２日から

平成２２年１月１４日までの１１週間分の週報のうち１０週間分

の週報に記載されているが，当初は平成２１年１０月１５日にＤ

でキックオフが行われ，翌１６日のテレビ会議で同年１２月末が

Ｄ第３ラインへの取込期限と設定されていたものが（甲Ａ４５・

３８頁，甲Ａ４８の２），その後，同年１１月５日のテレビ会議で，

Ｄ側がＯ工場の要望を受け入れ，取込期限が平成２２年１月末と

少し先に延び，同年２月からＤが生産することが決まったもので
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あり（甲Ａ４５・４０頁），当初の取込期限までに改造を完了させ

るための準備作業にはゆとりはなかった。また，０２３Ａ関連業

務に関する記載によれば，５６０Ｌ現調化業務についてもメーカ

ーＳＶを利用しない方向で検討が進められたことがうかがわれる。 

 ０２３Ａ関連業務については，平成２１年１１月２６日から平

成２２年１月１４日までの６週間分の週報のうち５週間分の週報

に記載されているが，現地工事を５６０Ｌ現調化業務と同じくＤ

主体で実施し，メーカーＳＶを利用しない方向でＤとも合意した

ことが一貫して記載されている。 

 ０５５Ａ関連業務については，平成２１年１２月１０日からの

１週間分の週報に記載されているが，今後，どこまでＤ主体で実

施し，メーカーＳＶを利用しないこととできるかをＤが判断する

予定であることが記載されている。 

オ 本件労働者は，５グループのスキルドパートナー（定年後再雇用）

であるＬと二人でＤ関連業務に従事したが，Ｌは，輸出に係る手続

業務を担当し，改造検討等の主たる業務は，本件労働者が一人で担

当した。なお，Ｇ主任も，同様の体制で業務を行っていた。（乙１６，

１７，２５の１） 

カ 本件労働者は，適宜，テレビ会議やメール等により，Ｄ側の担当

者と連絡を取っており，Ｉ室長との間でやり取りをすることもあっ

た。Ｉ室長は，本件会社のＯ工場で約１６年の経験を積んだ後の平

成２０年１月から，Ｄの自立化の技術支援のために同社へ派遣され

た社員であり，平成２１年当時，本件会社における職層は本件労働

者と同じ主任であったが，Ｄにおける役職は，製造部の生産技術室

の室長（部長と課長の間の役職）で，製造部の製造技術課（実際に

製造を行う製造課をサポートする課）には課長がいなかったため，
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現地の主任や担当者の上司として，製造技術課の実質的な責任者を

務めていた。（乙１３，１４，８５，原審証人Ｉ） 

Ｇ主任は，Ｉ室長について，「仕事に関しては細かく，筋が通らな

いことに対しては，厳しく，あまり妥協はしないタイプだった」と

受け止めていた。（乙１６・１９項） 

キ 本件労働者は，Ｄ関連業務を担当するようになって間がない頃，

Ｏ工場の海外支援グループに所属しＤ等の海外事業体を支援する業

務を行っていたＭに対し，Ｉ室長からＯ工場海外支援グループを相

手にせず，図面等が必要な場合は直接Ｄに依頼するように言われた

が，どうすべきかなどと相談し，海外支援グループから図面を見せ

てもらったことがあった。以前からＩ室長と面識のあったＭは，生

産準備業務では，ドライブトレーン生技部と現地工場とが互いの立

場で打合せを重ねて意見をすり合わせていく必要があるのに，Ｉ室

長は，自分が正しいと考える事は絶対に妥協せず，相手がすいませ

んでしたと言うまで攻め続けるタイプの人物で，相手の揚げ足を取

って事を有利に進めようとするところがあると感じており，本件労

働者が，Ｄとのテレビ会議の際にも困惑し，Ｄ関連業務を重荷に感

じ，悩んでいる様子をみていた。（甲Ａ３９，１０３，１１７，原審

証人Ｍ） 

ク 本件労働者は，同じ５グループのＥ主任に対し，主に第３ライン

改造業務について，Ｄ側の要求が大掛かりな改造を要するものであ

り対応に困っている旨，度々相談していた。Ｄは，元々中国カムリ

専用の汎用性のないものとして作られ，同じ長さのシャフトしか流

せなかったＤの第３ラインを，長さの違うシャフトのものも製造で

きるようにする改造について，費用のかかる自動段替えにすること

を要求していた。本件労働者は，リーマンショック直後の本件会社
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の経費削減の強い方針を受けて，手段替えを提案していたが，Ｄの

Ｉ室長は，手段替えにすることは，トヨタ生産方式のジャスト・イ

ン・タイムの原則に反すると主張して決して譲らず，その理解を得

ることはできなかった。海外業務が初めてで，Ｄの技術水準も分か

らなかった本件労働者は，Ｅ主任にアドバイスをもらいながら，現

地の機械を直接確認することもできないまま計画を立て，ＳＶレス

化の方針を実現するために，メーカーにマニュアル作成を依頼する

など，前向きに取り組んでいたが，結局，本件自殺に至るまで，Ｄ

との合意に至れそうな案を作ることができず，ずっと悩んでいた。

本件労働者がＤ関連業務を引き継いだ時期は，既存ラインの改造に

ついての部内での検討が終わって，これから現地工場との間で改造

費用の見積もりの打合せに入るという，生産準備業務の中で一番大

変な時期であった。（乙１４，原審証人Ｅ） 

ケ 本件労働者は，担当がＤ関連業務に変わった平成２１年秋頃から，

妻である控訴人に対し，「朝早く目が覚めてしまい，いつも仕事のこ

とが忘れられない。」，「仕事のことで焦っているから，深い眠りにつ

けなくて朝早く目が覚めてしまう。」と言い始め，毎晩，寝汗をかく

ようになった（甲Ａ１，原審控訴人本人）。本件労働者は，同年１０

月中旬頃までにうつ病を発症していたが，うつ病を患いながらも，

Ｄ第５ライン不具合対応業務，期限が１か月延長された５６０Ｌ現

調化業務と０２３Ａ関連業務をほぼ期限どおりに完了させた。０５

５Ａ関連業務は，期限に間に合わない状態で推移していたが，中国

の法規制に対応する関係で，新型カムリの発売が予定から半年遅く

なったことにより（乙１８・１６項，原審証人Ｃ），期限の点では余

裕が生じた。しかし，本件労働者は，平成２１年１２月以降も，Ｄ

からの自動段替え要求への対応，ＳＶレスの問題等，解決されない
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課題を抱えたまま，苦悩した状態であった（甲Ａ４５，１０３）。Ｄ

業務の経験のあるＥは，１週間に一度は本件労働者から相談を受け，

本件労働者がＤの第３ラインの自動段替えの要求で悩んでいたと感

じ（原審証人Ｅ２～３頁），この問題は，本件労働者の死亡するまで

解決していなかった。 

コ ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの立上げ業務が終了した後は，本

件労働者とＪは，同業務のことでＣグループ長やＢ室長から叱責さ

れることはなくなった。しかし，Ｄ関連業務に移った本件労働者は，

Ｃグループ長やＢ室長から，Ｄ関連業務の進捗状況や，２０２０年

ビジョンの準備や提出資料等について，相変わらず執務室のあるフ

ロアで，大きな声で叱責されており，Ｊはその姿を見かけていた。

Ｃグループ長やＢ室長の怒鳴り声は，ＳＰＧｉ－３の自動組付ライ

ンの立上げ業務が遅れていた頃のものと変わりがなかった。Ｊは，

Ｃグループ長から同じような口調で怒鳴られていたのは，本件労働

者とＪの二人だけであり，Ｂ室長から大声で怒鳴られていたのは，

本件労働者とＪのほかにもう一人の３人だけであると感じていた。

（甲Ａ４０，乙７１，原審証人Ｊ） 

サ 本件労働者は，平成２１年６月から残業が原則禁止となって以降，

全く残業をしておらず，妻である控訴人に対し，仕事量が多いこと

は変わらないのに，上司からはただ早く帰れと言われ，残業をする

ことが許されなくなって大変だと嘆いていた（甲Ａ１，原審控訴人

本人）。本件労働者は，平成２１年１０月頃から，Ｄ関連業務を遂行

するのと併行して，２０２０年ビジョン関連業務である「技術の棚」，

「ロードマップ」を作成したが，このときも，残業をしないでこれ

を行っていた。 

平成２２年１月１１日，本件労働者は，平成２１年６月１日から
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残業が原則禁止となって以降初めて，１時間の残業をしており，平

成２２年１月１９日にも，１時間の残業をした。同日，定時退社時

にその様子を見たＪが，本件労働者に声をかけたところ，本件労働

者は，「資料を作らないといけない。」と言い，悩んでいる様子であ

った。Ｊは，報告資料等を作成して提出しても，いろいろ無理難題

をつけられ，眉間にしわを寄せて考えている本件労働者の姿をよく

見ており，Ｂ室長やＣグループ長からあれほど怒鳴られているのに，

本件労働者はよく頑張っているなと思っており，残業規制がある中

での限られた時間内で業務をこなさなければならないというプレッ

シャーが少なからずあったのではないかと思っていた。この日が，

Ｊが本件労働者の姿を見た最後の日となった。なお，Ｊは，その翌

日，有給休暇を取得して転職先の採用面接を受け，同年２月に家庭

の事情という話で本件会社に退職を申し出て，同年６月１日に本件

会社を退職した。Ｊが退職を決意した真の原因は，上司であるＢ室

長やＣグループ長から他の従業員の面前で大きな声で叱責されたり

怒鳴られたりしていたことであったが，Ｊは，本件会社にはこのこ

とを話していない。（乙７１，７３，原審証人Ｊ） 

シ 平成▲年▲月▲日の朝，本件労働者は，いつどおり自宅を出たが，

本件会社には「今日は体調が悪いので休ませてほしい。」と電話して

出社せず（乙１３・３４項），深夜になっても帰宅せず，連絡が取れ

なくなった。そこで，警察に捜索願が出され，本件会社でも手分け

して探した結果，本件労働者は，山中で本件自殺をしていたところ

を同月▲日に発見された。（甲Ａ１，乙１３・３４項） 

ス 本件自殺の時点で，Ｄ関連業務は，期限の面での遅れは生じてい

なかった。 

その後，Ｃグループ長がしばらく窓口業務を担当した後，平成２
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２年４月からは，当時入社５年目のＨが担当することになり，Ｈは，

本件労働者のときと同じく，輸出に係る手続業務についてはＬが担

当し，改造検討等の主たる業務はＨが担当するという体制で，Ｄ関

連業務に取り組んだ。本件労働者がＤ側と合意に至ることができず

に悩んでいた段替えについては，Ｈが担当した時点では手段替えで

対応することになり，最終的に平成２３年２月になってから，一部

自動段替え，一部手段替えという対応がされた。また，高周波焼き

入れ機と摩擦圧接機については，結局，ＳＶレス化することはでき

ず，メーカーからＳＶが派遣された。（乙１５，１８，５９の２，８

８，原審証人Ｈ，原審証人Ｅ，原審証人Ｃ） 

   ２０２０年ビジョン関連業務について 

ア ドライブトレーン生技部のＦ部長は，平成２１年，若い従業員に

夢を持って仕事をしてもらいたいとの考えの下，部全体の取組とし

て，２０２０年ビジョン関連業務を開始することとし，ドライブト

レーン生技部が扱う各業務について，３年後，５年後，１０年後の

業務のイメージ作りを行うこととした。本件労働者は，ＣＶＪ生産

ラインに関して検討する１０名ほどのチームの取りまとめ役を担当

した。（乙１２，１３，３３） 

イ ２０２０年ビジョン関連業務については，平成２１年５月２９日，

同年６月１５日，同月２９日，同年７月１３日，同月２７日，同年

８月７日，同年９月９日にビジョンフォロー確認会が，同年１１月

１３日，同年１２月９日にビジョン進捗報告会が開催され，Ｆ部長

は，それぞれに参加して，業務の進捗を確認するなどした（以下，

ビジョンフォロー確認会及びビジョン進捗報告会を併せて，「部長報

告会」という。）。（甲Ａ８，９，乙８０） 

ウ 本件労働者は，いずれの部長報告会にも参加したほか，各回の部
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長報告会に先立って，室内や部内で実施された打合せにも参加した。

また，本件労働者は，平成２１年１１月１３日の部長報告会の際，

事前に作成した「ＣＶＪ技術の棚」と題する書面（既に完了した技

術とこれから開発すべき技術をまとめたもの）を用いて報告を行い，

そこで受けた指示を踏まえて当該書面を修正するとともに，２０２

０年（令和２年）までの「ＣＶＪロードマップ」と題する書面を作

成し，平成２１年１２月９日の部長報告会で再度報告を行った。な

お，上記各書面の作成時間については，約２５時間程度の時間を要

したと思われるとされているが（乙８０・３枚目），部長報告会資料

作成に向けた準備段階でも様々な指示を受けていた本件労働者が，

改善案の構想を練るために，それよりも多くの時間を費やしていた

可能性は十分にある。（甲Ａ８ないし１０，４５，１１６，乙１８，

６４の６４，乙８０） 

エ ２０２０年ビジョン関連業務は，リーマンショックで生産準備業

務にゆとりができたということで，上記のとおり，若い従業員に夢

を持って仕事をしてもらいたいとの考えの下，ドライブトレーン生

技部のＦ部長が提唱して始められたものであったが，次第に，あく

まで２０２０年に実現可能なものというように方向性が変化し，業

務の終了時期も予定より延びていった。本件労働者は，２０２０年

ビジョン関連業務の終了時期が同年８月から９月に延び，同業務が

終了するはずの同年９月９日の第７回ビジョンフォロー確認会終了

後のまとめにおいて，「今回が最終でない。常にこういうまとめをし

ておく。各室で，これをベースに話をしていく。３ケ月に１回は報

告の場を持ちたい。」として，その後も行われることになり，次回は

自己のノートに記している（甲Ａ８・２，７，９，１７，１９～２
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１，２８，３０頁）。これは，残業規制の中で，通常業務である新型

プリウス関連業務やＤ関連業務を担当することと併行して特命業務

としての２０２０年ビジョン関連業務に従事していた本件労働者が，

２０２０年ビジョン関連業務に相応の負担感を持っていたことを示

すものといえる。 

   労働時間等 

ア 本件労働者の１日の所定労働時間は８時間であったが，１週間の

労働時間が４０時間を超えない範囲で，特定の日の労働時間を８時

間又は特定の週の労働時間を４０時間を超えて設定することがある

とされていた。また，所定休日は，土曜日，日曜日，本件会社が定

める特定休日であった。（乙２６の１及び２，乙２９の１及び２，乙

３５，弁論の全趣旨） 

イ 本件会社は，平成２０年９月に起こったいわゆるリーマンショッ

クの影響で業績が悪化したことを踏まえ，従業員の残業の目標時間

を設定することとし，同年１２月から平成２１年５月までの間，ド

ライブトレーン生技部を含む各部では，部全体の平均の残業時間を

１か月当たり１０時間以内とすることが目標とされていた。その後，

本件会社は，従業員に対し，同年６月から平成２２年夏頃までの間，

原則として残業を行わないよう要請していた。（乙１２，８２の２，

弁論の全趣旨） 

ウ 本件労働者の各月の超過勤務時間数（①当月中の所定労働時間外

の勤務時間数の合計から，②当月中の遅出や早退をした日の所定労

働時間に不足する時間数の合計を控除して算出する。）は以下のとお

りである。なお，本件労働者は，平成２１年１月以降，１日の所定

労働時間（８時間）を超えて勤務したこともあるものの，そのよう

な場合には，当月中のその他の日に所定労働時間（８時間）に満た
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ない時間数で退勤することで超過勤務時間数を抑えており，残業が

原則禁止となる直前の同年５月以降は，超過勤務をするにしても，

１か月に数回，数時間程度行うにとどめていた。また，本件労働者

は，平成２１年１月以降，休日出勤をしておらず，残業が原則禁止

となった平成２１年６月以降残業をしていなかったが，平成２２年

１月になって，１月１１日に１時間の残業をし，また，本件会社へ

の最後の出勤日である同月１９日にも，１時間の残業をした。（甲Ａ

７，乙３５，乙６４の４７・４８，乙７３） 

 平成２０年９月：５９時間３０分 

 平成２０年１０月：３５時間３０分 

 平成２０年１１月：５０時間 

 平成２０年１２月：８時間 

 平成２１年１月：４時間３０分 

 平成２１年２月：２時間 

 平成２１年３月：１９時間 

 平成２１年４月：３１時間３０分 

 平成２１年５月：７時間 

 平成２１年６月：なし 

 平成２１年７月：なし 

 平成２１年８月：なし 

 平成２１年９月：なし 

 平成２１年１０月：なし 

 平成２１年１１月：なし 

 平成２１年１２月：なし 

 平成２２年１月：２時間 

エ 本件会社は，内部資料の社外への持出しを禁止していたため，本
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件労働者は，自宅で仕事をすることはなかった。本件労働者は，妻

である控訴人に対し，「残業規制で仕事があるのに帰宅しなければな

らず，休日出勤も規制されて，仕事はますます大変だ。出勤したく

ても出勤できない状態」と嘆いていた。（甲Ａ１・９頁，甲Ａ７，乙

１３） 

   上司の言動等 

ア Ｃグループ長は，本件労働者に対し，ＳＰＧｉ－３の自動組付ラ

インの立上げの業務に問題が生じるようになった平成２０年末頃

から，本件労働者が作業の進捗状況の報告等を行う際に，同じフロ

アにいる従業員に聞こえるような大きな声で叱り付けるようにな

った。Ｃグループ長の叱責は，自己の隣の席に本件労働者を呼び出

し，大声で，怒涛のようにしゃべり，一方的に怒鳴るというもので

あり，これに対し反論したり，説明したりということができない状

態で，本件労働者に対するＣグループ長の叱責を聞いていたＪが，

本件労働者があれだけ言われるのを聞いて，自分が言われたら，心

がすぐに折れてしまうなとか，よく本件労働者は耐えているなとい

うふうに感じるほどのものであった。Ｊは，Ｃグループ長から同じ

ような口調で怒鳴られていたのは，本件労働者とＪの二人だけであ

ると感じており，Ｃグループ長からの叱責の頻度は，本件労働者と

Ｊが一緒に叱責されるのが１週間に１回程度あったほか，本件労働

者だけ呼び出されて叱責されることも週に１回程度あった。本件労

働者に対するＣグループ長の叱責は，ＳＰＧｉ－３の自動組付ライ

ンの立上げ業務が終了して本件労働者の担当業務が変わった後も，

同じように続いていた。（原審証人Ｊ） 

工場に行くことが多いＥ主任も，月に１回程度は本件労働者がＣ

グループ長から大きな声で叱責されていたのを目撃しており，本件
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労働者は，Ｃグループ長から怒られた後，しゅんと落ち込んだ様子

であった。（原審証人Ｅ） 

イ また，本件労働者は，Ｂ室長からも，平成２１年初め頃から本件

自殺に至るまでの１年間，２週間に１回ほどの頻度で，同じフロア

にいる多くの従業員に聞こえるほどの大きな声で𠮟り付けられて

いた。Ｂ室長は，本件労働者やＪを，執務フロアの中央にある打合

せ机まで呼び出して，非常に大声で怒鳴っていたため，本件労働者

やＪは，他部署の人間がデスクワークをしている中で，さらし者の

ような状態で叱責されていた。Ｊは，Ｂ室長からそのような叱責を

受けているのは，本件労働者とＪの他に１人の３人だけであると感

じていた。（甲Ａ４０，原審証人Ｊ） 

ウ 本件労働者は， 平成２１年１２月１２日，Ｎ

メンタルクリニックを受診したところ，その際，Ｎ医師に対して，

「一生懸命やっているつもりだが・・・けちょんけちょんになるく

らい上から怒鳴られ叱られて今までにない経験」と述べた（甲Ｂ

１・８頁，甲Ｂ２・８頁）。また，上記受診後，妻である控訴人に

対しては，「仕事で，上司から罵声を浴びせられる。今までにない，

経験したことがないひどい叱られ方をされ，けちょんけちょんに言

われる。」，「自分が駄目な人間だと悲しく思うほど，ひどい言われ

方をする。自信喪失になる。」，「仕事をもう辞めたい。」と訴えてい

た（甲Ａ１・８頁）。 

エ 本件労働者と同じようにＣグループ長及びＢ室長から叱責を受

けていたＪは，平成２１年４月又は同年５月頃には，怒られるため

に出社しているような状態であると感じるようになり，同年１０月

には，そのような状況を苦にして退職を決意し，平成２２年２月に

転職先を見つけ，同年６月１日，本件会社を退職した。なお，Ｊは，
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Ｃグループ長は一方的に叱責をするのみで指導や提案をすること

はなかったが，Ｂ室長は叱責をするものの，筋の通らないことは言

わず，叱責の後には方向性を示してくれると感じていた。（甲Ａ４

０，乙７１，原審証人Ｊ） 

 精神科の受診等 

ア 本件労働者は，平成２１年１２月１２日，本件労働者の様子を心

配した控訴人の勧めにより，ＮメンタルクリニックにおいてＮ医師

の診察を受けた。本件労働者は，その際，Ｎ医師に対し，大要，①

２か月前から食欲もなくなり，不眠の症状が生じていること，②そ

の頃，国内業務から中国業務に変更になって，仕事上の悩みが多く

なり，仕事の進め方も全く分からないこと，③現地の日本人スタッ

フと相性が良くないこと，④上司が厳しい人であり，相談しにくい

こと，⑤他に相談できる相手がおらず，一人で抱え込んでいること，

⑥仕事が上手くいけば症状は改善すると思うがそう簡単にいくとは

思えないこと，⑦飽くまで自分の問題であり，診察を受けても悩み

がなくなるとは思っていないこと，⑧似た症状は以前にもあったが，

今回が症状としては最も顕著であることを述べた。また，控訴人は，

Ｎ医師に対し，本件労働者は以前にも落ち込んでいるときがあり，

でも，まー大丈夫と，半年位か１年前。で，いつかは診察を受ける

ことになるであろうと思っていた旨を述べた。（甲Ｂ１，２，乙９の

２） 

イ Ｎ医師は，本件労働者について，外見的には抑うつ的にみえない

ものの，心理テストの結果や問診内容によれば抑うつ状態及び不安

状態にあるものと判断し，診療録上の傷病名として，「うつ病」と記

載した。また，Ｎ医師は，本件労働者に対し，睡眠を十分に取るこ

と，このままでは仕事に行けなくなるため状況を改善する必要があ
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ること，妻（控訴人）や上司，あるいは中国の現地スタッフとコミ

ュニケーションを取るようにすることが重要であることを説明し，

薬を処方した。（甲Ｂ１ないし３，乙９の１及び２） 

ウ 本件労働者は，Ｎ医師の診察を受けた後，控訴人に対し，自身の

悩みについて話すようになり，具体的には，薬を飲んでも効果がな

いこと，仕事で上司から罵声を浴びせられること，それは今までに

経験したことのないひどい叱られ方で自分が駄目な人間であると悲

しく思うほどであり，自信喪失にもなること，それでも本件労働者

一人で仕事を進めないといけないことなどを述べていた。（甲Ａ３，

乙１１，控訴人） 

エ 愛知労働局地方労災医員協議会精神障害専門部会（以下「専門部

会」という。）は，平成２４年１０月１７日付けで，Ｎ医師の診察の

結果を踏まえれば，本件労働者に発病した精神障害は，ＩＣＤ－１

０の「Ｆ３２ うつ病エピソード」であり，発病時期は平成２１年

１０月上旬頃である旨の意見書を作成した。（甲Ｂ４，乙８） 

３ 本件労働者の受けた業務上の心理的負荷の強度について 

  新型プリウス関連業務について 

   ア 前記のとおり，本件労働者が担当した新型プリウス関連業務は，

新型プリウスのＣＶＪの生産ライン３本の同時立上げという本件会

社でも規模の大きなプロジェクトの重要な部分を占める業務であり，

なかでも，ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの立上げの主担当という

業務は，ＣＶＪの組付ラインの大部分を自動化するという，本件会

社にとって初めての先進的な試みであったが，それと同時に，予め，

多くのトラブルの発生が予想される業務でもあった。 

本件会社が採用するトヨタ生産方式及びジャスト・イン・タイム

の思想からすると，本件会社において，自動車の部品の生産ライン
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が量産に入る時点で，目標とされた可動率及びサイクルタイムを実

現していることは重要な意味を持っていた（原審証人Ｊ，原審証人

Ｍ，原審証人Ｅ）。 

それにもかかわらず，ＳＰＧｉ－３の自動組付ラインは，平成２

０年末頃に量産試験運転を開始して以降，当初の目標である可動率

９５％，サイクルタイム３０秒を達成することができず，平成２１

年２月から３月にかけて４回，Ｆ部長に対し直接の業務の進捗状況

を報告するという，大きな問題が生じた場合に限られるまれな経過

を辿り，量産開始直前にサイクルタイムを３２秒に変更して平成２

１年４月に量産を開始したものの，すぐには当面の目標可動率９

０％を実現することができず，同月２５日の工事実施による対応後

も，種々の不具合が発生し，実際にラインで部品を生産する責任を

負うことになるＯ工場側からは，究極，自動化をやめることも考慮

すべきとのＳＰＧｉ－３の自動組付ラインに対する厳しい指摘が相

次いだ。本件労働者は，ＳＰＧｉ－３の自動組付ライン立上げ業務

の主担当として，これに対応しており，特に，平成２１年５月１９

日の会議において，Ｏ工場側から厳しい指摘を受けた本件労働者は，

精神的に相当辛い思いをした。 

しかし，本件会社にとって初めての先進的な試みであったＳＰＧ

ｉ－３の自動組付ラインにおいて発生した種々のトラブルについて

は，自動化に伴い発生することは当然予想できたことであった。そ

して，「平成２１年４月のラインオフの期限までに「可動率９５％，

サイクルタイム３０秒」を達成して量産を開始する。」という，客観

的には達成困難なノルマであった当初の目標値を下げ，不具合対応

の期限が半年延びたことによって，ＳＰＧｉ－３の自動組付ライン

の不具合は収束しているのであるから，新型プリウス関連業務それ
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だけをとってみれば，本件労働者は，「達成は容易でないものの，客

観的にみて努力すれば達成も可能であるノルマが課され，この達成

に向けた業務を行った。」と評価することができる（心理的負荷の程

度としては「中」相当）。 

   イ 被控訴人は，本件うつ病の発病時期からすれば，精神医学的には，

発病半年前の平成２１年４月中旬以降の心理的負荷に注目すること

になるのであり，Ｆ部長への報告やＯ工場との打ち合わせは発病よ

り６か月以上前のことであり，心理的負荷として取り上げる必要性

に乏しい旨主張する。しかし，認定基準においても「おおむね６か

月」とし，それ以前の出来事を何ら顧慮すべきでないとするもので

はないし，一連の業務の場合に６か月という基準で分断するのは不

自然，不合理さを免れないから，本件においても精神障害と業務と

の相当因果関係を検討するに当たって，前記の限度で６か月以上前

の出来事を考慮することは許されないものではない。上記被控訴人

の主張は，その限度では採用できない。 

   ２０２０年ビジョン関連業務について 

    ２０２０年ビジョン関連業務は，当初は，若い人に夢を持って仕事

をしてもらいたいということで，平成２１年５月から，部全体の取組

として始まった，Ｆ部長の提唱による特命業務であり，ドライブトレ

ーン生技部が扱う各業務について，３年後，５年後，１０年後の業務

のイメージづくりを行うこととされ，当初は，将来の夢を語るような

ものといわれ，その後，現実化するものとして検討を求められ，期限

も予定より延びて，同年１２月まで延長された。 

本件労働者は，ＣＶＪ生産ラインに関して検討する１０名ほどの取

りまとめ役を担当し，厳しい残業規制（平成２１年６月からは原則残

業禁止）の中，通常業務である新型プリウス関連業務やＤ関連業務を
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行いながら，２０２０年ビジョン関連業務にも当たり，７か月間で９

回の部長報告会とそれに先だって室内や部内で実施された打合せに

も参加し，平成２１年１１月１３日部長報告会で事前に作成した「Ｃ

ＶＪ技術の棚」と題する書面を用いて報告を行い，そこで受けた指示

を踏まえて当該書面を修正するとともに，２０２０年までの「ＣＶＪ

ロードマップ」と題する書面を作成し，平成２１年１２月９日の部長

報告会で再度報告を行っていた。２０２０年ビジョン関連業務は，そ

れ自体，１０年後の未来を考えるという観点から，様々な創意工夫を

考えるということを主眼とするものであり，目の前の現実的な課題に

対処するという性格のものではないから，「軽微な新規事業等の担当

になった」あるいは「仕事内容の変化が容易に対応できるものであり，

変化後の業務の負荷が大きくなかった」（心理的負荷としては「弱」

相当）といえる。ただ，前記認定のとおり，部長提唱による特命業務

であったこと，他の業務と並行して上記業務を進行させる責任を負っ

ていたという点において相応の心理的負荷があったと考えられる。 

   Ｄ関連業務について 

ア 前記認定のとおり，本件労働者は，平成２１年９月１５日にＣグ

ループ長からＤ関連業務担当への異動の正式な告知を受け，同月２

０日には，Ｃグループ長との２ＷＡＹミーティングで，「中国の生産

準備業務の立て直し」や「ＳＶレス」等の話をされた。本件労働者

は，平成２１年９月末時点でＣＶＪ生産準備業務歴１８年目を迎え

るベテランであったが，これまで海外業務の経験はなく，Ｄ関連業

務は，本件労働者にとって初めての海外業務であったから，仕事の

進め方に不安を抱き，相当なプレッシャーを受けた。また，担当者

が２人とはいえ，スキルドパートナー（定年後再雇用）のＬは，輸

出に係る手続業務担当であり，主たる業務である改造検討等の技術
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的な面は，本件労働者が一人で担当する体制であった。さらには，

本件労働者がＤ関連業務を引き継いだ時期は，既存ラインの改造に

ついて部内での検討が終わり，これから現地工場との間で改造費用

の見積もりの打ち合わせに入るという，生産準備業務の中で一番大

変な時期であった。 

本件労働者は，Ｄ関連業務に異動となって間もなくの平成２１年

１０月中旬までにうつ病を発症したと認められるが，うつ病を患い

ながらも，休職することなく業務を続けた。 

本件労働者は，Ｄ第５ライン不具合対応業務，期限が１か月延長

された５６０Ｌ現調化業務と０２３Ａ関連業務をほぼ期限どおりに

完了させ，期限に間に合わない状態で推移していたが中国の法規制

に対応する関係で発売予定が遅くなったことにより期限の点では余

裕が生じた０５５Ａ関連業務に取り組んだ。本件労働者は，平成２

１年１２月以降も，Ｄからの自動段替え要求への対応，ＳＶレスの

問題等，解決されない課題を抱えたまま，苦悩した状態であった。

このような本件労働者の悩みに対し，上司であるＢ室長及びＣグル

ープ長が指導，支援を行ったと認めるに足りる証拠はない。 

    本件労働者は，海外業務が初めてであり，かつ，重要で困難な問

題を抱えていたＤ関連業務を担当することになったところ，これは

「仕事内容の大きな変化を生じさせる出来事があった」に該当する

精神的負荷があった（心理的負荷としては「中」相当）といえる。 

イ 被控訴人は，本件労働者は，遅くとも平成２１年１０月中旬には

うつ病を発症しているから，平成２１年１１月から１２月にかけて

の出来事は，上記うつ病が業務上の心理的負荷により生じたか否か

の検討において意味をもつともいい難い旨主張する。確かに，本件

労働者は，Ｄ関連業務を担当してほどなくうつ病を発症している。
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しかし，発症後の同業務の内容を検討することは，同業務の発症直

前の心理的負荷を検討するについての重要な事情たり得るのであっ

て，その内容の検討が意味をもたないとはいえない。 

 本件パワハラについて 

 ア 新型プリウス関連業務時 

本件労働者が，上記業務の進捗状況の報告などをするたびに，Ｃ

グループ長から，他の従業員の面前で，大きな声で叱責されたり，

Ｂ室長からも，同じフロアの多くの従業員に聞こえるほどの大きな

声で叱り付けられたりするようになっていたことは，軽視できない。

その程度は，同様の叱責を受けていたＪをして，後日，本件会社の

退職を決意させる有力な理由となるほどのものであり，本件労働者

も，これを苦に感じており，また，Ｃグループ長及びＢ室長に対し，

相談しにくさを感じていた。この点，Ｃグループ長は，大声で怒鳴

り付けるようなことはしていない旨供述し（原審証人Ｃ），Ｂ室長は，

本件労働者とは仕事のことで話すことはほとんどなく，叱った記憶

もない旨供述する（乙１２，原審証人Ｂ）ものの，自己の退職理由

を具体的に説明するＪの供述や本件労働者がＮ医師や控訴人に述べ

た内容に反するほか，Ｃグループ長及びＢ室長が厳しい口調であっ

たとするＥ主任の供述（乙１４，Ｅ主任）とも整合せず，採用でき

ない。 

Ｃグループ長による本件労働者への叱責及びＢ室長による本件労

働者への上記叱責は，いずれもＳＰＧｉ－３の自動組付ラインの不

具合が収束しない中での業務に関するものではあるが，その態様は，

Ｊが，本件労働者とＪ以外に上記のような頻度，態様で叱責される

者は，Ｃグループ長の場合は，他にはおらず，Ｂ室長の場合も，本

件労働者とＪの他には１人しかいなかったと感じるほどのものであ
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ったから，「他の労働者の面前における大声での威圧的な叱責」であ

り，その「態様や手段が社会通念に照らして許容される範囲を超え

る精神的攻撃」と評価するのが相当である。 

   イ ２０２０年ビジョン関連業務時及びＤ関連業務時について 

本件労働者は，この間，Ｃグループ長から少なくとも週１回程度，

Ｂ室長から２週間に１回程度の「他の労働者の面前における大声で

の威圧的な叱責」で，その「態様や手段が社会通念に照らして許容

される範囲を超える精神的攻撃」を受けていたと評価するのが相当

である。 

   ウ 上記認定のとおり，これらの上司の言動は，「他の労働者の面前に

おける大声での威圧的な叱責」で「態様や手段が社会通念に照らし

て許容される範囲を超える精神的攻撃」といえ，個々的にみれは，

その心理的負荷は少なくとも「中」には相当する。そして，それら

精神的攻撃は，Ｃグループ長のみならず，Ｂ室長からも加えられて

いる。そして，これらの行為は，平成２０年末ころから本件労働者

が本件発病に至るまで反復，継続されている。したがって，上記期

間を通じて繰り返される出来事を一体のものとして評価し，継続す

る状況は心理的負荷が高まるものとして評価するならば，上司から

の一連の言動についての心理的負荷は「強」に相当するというべき

である。 

     被控訴人は，本件労働者の上記心理的負荷は，せいぜい「上司か

ら，業務指導の範囲内である（強い）指導，叱責を受けた」にとど

まるのであってパワハラには該当しない旨主張するが，被控訴人が

その主張の前提とする事実関係の主張を必ずしも採用できないこと

は前記のとおりである。そして，前記認定の事実関係からすれば，

Ｃグループ長やＢ室長の行為が，「職場におけるパワーハラスメント
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に該当しないことが明らか」とはいえないし，「上司と部下の対立」

でもなく，「業務上必要かつ相当な範囲内と評価される指導・叱責」

とも認め難いから，被控訴人の主張は採用することができない。 

     また，被控訴人は，本件労働者のうつ病の発症時期が平成２１年

１０月中旬であることを理由に，着目すべきは発病半年前の同年４

月中旬から発病までの６か月間の出来事であって，それ以外の出来

事は，本件労働者の心理的負荷として取り上げる必要性に乏しいな

どと主張するが，パワハラの事象については，その開始時から繰り

返される出来事を一体的，総合的に判断すべきものであり，被控訴

人の上記主張は採用できない。 

 本件自殺に至る経緯 

本件労働者は，困難であった新型プリウス関連業務を，当初の目標

を修正し，期限を延長してやり遂げた後，初めての海外業務であるＤ

関連業務を実質一人で担当することになり，中国の事情も機械の内容

も分からない状況の中，平成２１年９月２４日から直ちに取り組み始

め，直後から期限の迫った業務をこなしていき，この新たな負荷を契

機として平成２１年１０月中旬までにはうつ病を発症したが，その後

も休職することなく業務に当たっていた。 

また，２０２０年ビジョン関連業務が同年１２月まで延長されるこ

とになったため，本件労働者は，厳しい残業規制（原則残業禁止）の

中を，Ｄ関連業務と併行して２０２０年ビジョン関連業務を行うこと

になり，多くの会議に出席し，将来ビジョン及びそれに向けての道筋

を示す「ＣＶＪ技術の棚」，「ＣＶＪロードマップ」を作成した。 

本件労働者は，Ｄの現地担当者から，当時の会社の財務状況からし

て達成困難な要求をされ，また，本件会社からは，費用削減のためこ

れまで派遣していた専門家ＳＶを派遣することなくＤ主体で改造す
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るように指示されるなど，困難な課題が課せられ，板挟みの状態とな

っていた。しかし，本件労働者に対する直属の上司からの支援はなく，

かえって，本件労働者は，Ｃグループ長及びＢ室長からは，平成２１

年１月からおよそ１年にわたり，継続したパワハラを受けていた。こ

ういった悩みが，本件労働者の「仕事が進まない」，「どうしよう」と

いった焦燥感を強め，うつ病の症状を増悪させていった。そして，本

件労働者は，平成２２年１月１１日に，平成２１年６月１日以降原則

残業禁止となって以降初めて，１時間の残業をし，同月▲▲日にも資

料を作成するために１時間の残業をしてから帰宅し，翌朝いつものと

おり家を出たが，有給休暇を取得して出社せず，山林で本件自殺をし

たと認められる。 

 業務以外の心理的負荷及び個体側要因 

被控訴人は，本件労働者は，元々素因として脆弱性を有していた旨

主張するところ，本件労働者は，Ｎ医師に対して，似た症状は以前に

もあった旨述べたことが認められる。しかし，上記診察の際，控訴人

は，同医師に対して，それについて半年位か１年前のことと伝えてお

り，上記似た症状は，本件発病に関する心理的負荷を検討すべき期間

内のことと考えられ，そのやりとりをもって本件労働者に精神的な脆

弱性があったということは相当ではない。そして，他に，本件労働者

に改正認定基準別表２「業務以外の心理的負荷評価表」記載の諸事情

があったと認めるに足りる証拠はない。被控訴人の上記主張は採用で

きない。 

 まとめ 

前記のとおり，本件労働者は，新型プリウス関連業務により「達成

は容易でないものの，客観的にみて努力すれば達成も可能であるノル

マが課され，この達成に向けた業務を行った」といった心理的負荷を，
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２０２０年ビジョン関連業務により「軽微な新規事業等の担当になっ

た」あるいは「仕事内容の変化が容易に対応できるものであり，変化

後の業務の負荷が大きくなかった」といった心理的負荷を受け，新型

プリウス関連業務が一段落したところで，Ｄ関連業務により「仕事内

容の大きな変化を生じさせる出来事があった」といった心理的負荷を

受けた。そして，この間，長期間にわたり反復継続して，上司から「必

要以上に厳しい叱責で他の労働者の面前における大声での威圧的な叱

責など態様や手段が社会通念に照らして許容される範囲を超える精神

的攻撃」といった心理的負荷を受けていたところ，上記Ｄ関連業務は

それ自体も相当に困難な業務であり，上司の対応にも変化がなかった

ことから，同業務の担当となったことを契機として本件発病に至った

ものと認めるのが相当である。上記各出来事の数及び各出来事の内容

等を総合的に考慮すると，平均的労働者を基準として，社会通念上客

観的にみて，精神障害を発病させる程度に強度のある精神的負荷を受

けたと認められ，本件労働者の業務と本件発病（本件自殺）との間に

相当因果関係があると認めるのが相当である。 

第４ 結論 

   よって，控訴人の請求をいずれも棄却した原判決は相当ではなく，本

件控訴は理由があるから，原判決を取り消し，本件各処分を取り消すこ

ととして，主文のとおり判決する。 
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